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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、定期契約社員、関連企業からの出向社員が含まれており、関連企業への出向社

員、派遣社員、パートタイマー及びアルバイト等の臨時雇用人員は含まれておりません。 

また、臨時雇用人員については、中間連結会計期間及び年間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

３．第79期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失が計上されてお

り、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第79期については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第80期及び第81期中については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 71,162 69,042 75,210 162,402 153,157 

経常利益（百万円） 445 1,441 968 3,443 3,944 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（百万円） 
△382 566 240 1,147 2,018 

純資産額（百万円） 24,483 26,170 28,990 26,053 28,254 

総資産額（百万円） 68,168 68,480 75,443 78,905 79,522 

１株当たり純資産額（円） 2,449.53 2,633.36 2,787.51 2,603.26 2,777.08 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間純損失（△）金額

（円） 

△38.28 56.75 23.15 111.36 198.19 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ 56.55 － － － 

自己資本比率（％） 35.9 38.2 38.4 33.0 35.5 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△4,817 △416 △1,818 △1,319 6,096 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
2,861 2,104 1,091 △2,983 △4,354 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（百万円） 
△111 △407 △406 △112 148 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（百万円） 
4,723 3,381 2,858 2,374 3,992 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

1,533 

[205] 

1,479 

[240] 

1,489 

[240] 

1,510 

[210] 

1,460 

[239] 



（2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数は就業人員であり、定期契約社員、関連企業からの出向社員が含まれており、関連企業への出向社

員、派遣社員、パートタイマー及びアルバイト等の臨時雇用人員は含まれておりません。 

また、臨時雇用人員については、中間会計期間及び年間の平均人員を[ ]外数で記載しております。 

３．第79期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、１株当たり中間純損失が計上されてお

り、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第79期については、希

薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第80期及び第81期中については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第79期の１株当たり配当額20円は、特別配当10円を含んでおります。 

第80期の１株当たり配当額40円は、創立10周年記念配当30円を含んでおります。 

２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

回次 第79期中 第80期中 第81期中 第79期 第80期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 68,835 67,685 73,513 156,964 150,065 

経常利益（百万円） 504 1,468 816 3,227 3,865 

中間（当期）純利益又は中間

純損失（△）（百万円） 
△332 619 160 1,049 1,986 

資本金（百万円） 2,650 2,650 2,650 2,650 2,650 

発行済株式総数（株） 10,400,000 10,400,000 10,400,000 10,400,000 10,400,000 

純資産額（百万円） 23,393 24,993 27,653 24,816 26,992 

総資産額（百万円） 65,561 66,831 73,389 76,042 77,587 

１株当たり純資産額（円） 2,340.44 2,514.94 2,659.00 2,480.18 2,653.49 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間純損失（△）金額

（円） 

△33.28 62.10 15.41 102.37 195.62 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
－ 61.88 － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 20.00 40.00 

自己資本比率（％） 35.7 37.4 37.7 32.6 34.8 

従業員数（人） 

[外、平均臨時雇用者数] 

1,328 

[175] 

1,315 

[217] 

1,325 

[221] 

1,292 

[184] 

1,290 

[217] 



３【関係会社の状況】 

 平成18年４月１日に実施された株式交換により、株式会社電通は当社の完全親会社となっております。 

４【従業員の状況】 

（1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため事業部門別の従業員数、主な取扱作業領域及びその取扱比率を

示すと次のとおりであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、定期契約社員、関連企業からの出向社員が含まれており、関連企業への出向社

員、派遣社員、パートタイマー及びアルバイト等の臨時雇用人員は含まれておりません。 

また、臨時雇用人員については、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．当社では、一事業部門・一担当者が数種類の作業領域を取扱っており、従業員数を作業領域別に区分するこ

とが困難なため、各事業部門の従業員数、主な取扱作業領域及びその取扱比率（各事業部門の売上総額に占

める各作業領域の比率）を記載しております。 

（2）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、定期契約社員、関連企業からの出向社員が含まれており、関連企業への出向社

員、派遣社員、パートタイマー及びアルバイト等の臨時雇用人員は含まれておりません。 

また、臨時雇用人員については、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

（3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（人） 主な取扱作業領域 取扱比率（％）

プロモーション統括本部 153 (18) 

イベントプロモーション制作 60.3 

広告・コンテンツ制作 22.5 

販促プロモーション制作 13.0 

第１プロモーション・プロデュース本部 206 (37) 

販促プロモーション制作 62.6 

イベントプロモーション制作 26.9 

広告・コンテンツ制作 10.4 

第２プロモーション・プロデュース本部 163 (37) 

販促プロモーション制作 48.9 

イベントプロモーション制作 26.4 

広告・コンテンツ制作 24.7 

プロモーション・テクノロジー本部 138 (52) 販促プロモーション制作 96.6 

クリエーティブ本部 295 (52) 広告・コンテンツ制作 95.3 

東京本社その他（管理部門等） 119 (12) － －  

支社 251 (13) 

販促プロモーション制作 60.7 

イベントプロモーション制作 25.1 

広告・コンテンツ制作 14.2 

連結子会社 ㈱ピクト 145 (18) 広告・コンテンツ制作 100.0 

連結子会社 国際コンベンション㈱ 19 (1) イベントプロモーション制作 100.0 

合計 1,489 (240) － － 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,325 (221) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（1）業績 

 当中間連結会計期間における日本経済は、景気の継続的な上昇局面にあって多くの業種で企業収益が向上し消費市

場も概ね拡大傾向になるなど、一部に原油高等の不安要素があるものの、堅調な成長を続けております。広告・プロ

モーション市場におきましても、企業の広告・販促費の増加や消費市場の活性化を受けて、全体的には引き続き拡大

傾向にあります。また、従来からの広告・プロモーション手法に、情報通信技術を活用した顧客情報分析や双方向コ

ミュニケーションなどを組み合わせ、マスメディアから店頭に至るまでの顧客との多様な接点を連動させる、総合的

なプロモーションサービスへの転換が本格化しております。 

 このような事業環境のもと、当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社。以下同じ）では、新サービス

に即した総合的な営業体制の再構築に注力し、販促制作物やイベント、広告コンテンツなど各種プロモーションサー

ビスの連動や、情報通信技術を活用した新手法の開発・導入によって課題解決力の強化を図り、積極的な受注拡大に

取組んでまいりました。 

 その結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高75,210百万円（前年同期比8.9％増）、営業利益986百万円（同

26.5％減）、経常利益968百万円（同32.8％減）となり、中間純利益240百万円（同57.5％減）となりました。 

 なお、利益管理につきましては、受注件数の拡大に伴う調達管理システムの再整備に着手し、引続き外注費の抑制

や経費の適正化による利益の確保・拡大に取組んでまいります。 

 当社グループは、事業の種類別セグメントは記載しておりません。したがって事業の種類別セグメントの記載に代

えて作業領域別の情報を記載しており、その業績は以下のとおりであります。 

 販促プロモーション制作領域は、情報・通信業種、外食・各種サービス業種が大きく増加し、売上高は37,442百万

円（前年同期比20.3％増）と伸長いたしました。 

 イベントプロモーション制作領域は、情報・通信業種、家電・ＡＶ機器業種が伸長したものの、前年の「愛・地球

博（愛知万博）」の大型受注の影響により、売上高は17,824百万円（同24.4％減）と減少いたしました。 

 広告・コンテンツ制作領域は、自動車・関連品業種での大型サイン作業の伸長などにより、売上高は19,813百万円

（同39.2％増）と伸長いたしました。 

 その他領域の売上高は、130百万円（同31.6％増）と伸長いたしました。 

 当社グループにおきましては、通常の営業形態として、上半期に比べ下半期に納品する作業の割合が大きいため、

連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

 ちなみに、当中間連結会計期間における売上高は75,210百万円でありましたが、前中間連結会計期間の売上高は

69,042百万円、前連結会計年度の売上高は153,157百万円であります。 



（2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ

522百万円減少し、2,858百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、1,818百万円（前年同期比1,401百万円増）となりました。 

 これは主に、仕入債務の支払の減少（同4,290百万円減）、たな卸資産の減少（同584百万円減）などにより資金が

増加したものの、売上債権の回収の減少（同6,008百万円減）などにより資金が減少したこと等によるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果得られた資金は、1,091百万円（同1,013百万円減）となりました。 

 これは主に、貸付金の一部回収5,150百万円、投資有価証券の売却による収入1,034百万円などによる資金の増加

と、賃貸不動産の取得による資金の減少4,424百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は、406百万円（同0百万円減）となりました。 

 これは、配当金の支払406百万円によるものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

 事業の種類別セグメントを記載していないため生産実績、受注状況及び販売実績は作業領域別で記載しておりま

す。 

（1）生産実績 

 当中間連結会計期間の生産実績を作業領域ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、製造原価で記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）受注状況 

 当中間連結会計期間の受注状況を作業領域ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格で記載しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

作業領域 金額（百万円） 前年同期比（％） 

販促プロモーション制作 33,062 120.5 

イベントプロモーション制作 16,602 75.1 

広告・コンテンツ制作 17,941 147.1 

その他 97 111.2 

合計 67,704 109.5 

作業領域 受注高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

受注残高（百万円） 
前年同期比 
（％） 

販促プロモーション制作 41,488 133.9 9,557 190.7 

イベントプロモーション制作 21,633 83.4 12,560 90.3 

広告・コンテンツ制作 22,321 137.0 6,618 125.5 

その他 294 337.0 164 4,005.7 

合計 85,738 116.9 28,901 119.5 



（3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を作業領域ごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績

に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 特記する事項はありません。 

作業領域 金額（百万円） 前年同期比（％） 

販促プロモーション制作 37,442 120.3 

イベントプロモーション制作 17,824 75.6 

広告・コンテンツ制作 19,813 139.2 

その他 130 131.6 

合計 75,210 108.9 

相手先 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

株式会社電通 
金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

57,227 82.9 63,257 84.1 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、新たに賃貸不動産を取得いたしました。その設備の状況は次のとおりであります。

  提出会社 

 （注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．賃貸不動産の内容は、建物及び構築物860百万円、機械装置及び運搬具14百万円、器具及び備品0百万円、土

地3,524百万円（28,767㎡)であります。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

   

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価格 

従業員数
（人） 

建物及び構
築物 
（百万円） 

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

器具及び備
品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 

賃貸不動産 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

賃貸不動産 

(横浜市鶴見区) 
スタジオ設備 － － － － 4,400 4,400 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）平成18年４月１日付の株式交換により株式会社電通の完全子会社となったことに伴い、同年３月28日にジャスダ

ック証券取引所上場廃止となっております。 

（2）【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）株式交換による増加であります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 28,000,000 

計 28,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月25日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 10,400,000  同左 非上場 － 

計 10,400,000  同左 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

 平成18年４月１日（注） － 10,400,000 － 2,650 373 3,657 



（4）【大株主の状況】 

 （注）平成18年４月１日に株式会社電通と株式交換を行ったことにより、株式会社電通の所有株式数の割合は100％と

なっております。 

（5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

名称 住所 
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社電通 東京都港区東新橋一丁目８－１ 10,400 100.00 

計  －  10,400 100.00 

平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   －   － － 

議決権制限株式（自己株式等）   －   － － 

議決権制限株式（その他）   －   － － 

完全議決権株式（自己株式等）   －   － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,400,000 104,000 － 

単元未満株式 －   － － 

発行済株式総数 10,400,000   － － 

総株主の議決権   － 104,000 － 

平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社電通テック 
東京都中央区築地

一丁目11番10号 
－ － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

 当社株式は、平成18年４月１日付の株式交換により株式会社電通の完全子会社になったことに伴い、同年３月28日

に上場廃止となったため非上場でありますので該当事項はありません。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）新任役員 

該当事項はありません。 

（2）退任役員 

該当事項はありません。 

（3）役職の異動 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

 常務取締役 －  常務取締役 

プロモーション・

テクノロジー本部

長  

 北島 光義 平成18年６月29日 

 取締役 －  取締役  

第２プロモーショ

ン・プロデュース

本部長  

 松添 茂夫 平成18年６月29日 

 取締役 －  取締役  

第１プロモーショ

ン・プロデュース

本部長  

 高濱 武 平成18年６月29日 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

（1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

（2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30

日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

（1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   5,276   4,752   5,887  

２ 受取手形及び売掛金 ※３  42,764   44,935   47,791  

３ 有価証券   1,104   1,105   1,105  

４ たな卸資産   3,263   2,693   2,274  

５ 繰延税金資産   765   789   840  

６ 関係会社短期貸付金   7,055   7,099   12,487  

７ その他   439   430   456  

貸倒引当金   △26   △25   △27  

流動資産合計   60,643 88.6  61,781 81.9  70,815 89.1 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１          

(1) 建物及び構築物  982   1,135   1,153   

(2) 機械装置及び運搬具  56   56   47   

(3) 器具及び備品  618   704   736   

(4) 土地  543   543   543   

(5) 建設仮勘定  3 2,204  － 2,439  13 2,494  

２ 無形固定資産   534   553   563  

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券  2,051   2,588   2,403   

(2) 繰延税金資産  1,218   768   1,095   

(3) 賃貸不動産 ※１ －   4,400   －   

(4) 関係会社長期貸付金  －   237   －   

(5) その他  1,890   2,758   2,232   

貸倒引当金  △63 5,096  △84 10,669  △82 5,648  

固定資産合計   7,836 11.4  13,662 18.1  8,707 10.9 

資産合計   68,480 100.0  75,443 100.0  79,522 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛金 ※３  35,078   39,603   43,459  

２ 未払費用   1,663   1,961   1,820  

３ 未払法人税等   82   155   1,130  

４ 役員賞与引当金   －   17   －  

５ その他   1,940   1,578   1,258  

流動負債合計   38,764 56.6  43,317 57.4  47,668 60.0 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金   2,869   2,538   2,830  

２ 役員退職慰労引当金   286   356   412  

３ その他   389   241   356  

固定負債合計   3,545 5.2  3,136 4.2  3,599 4.5 

負債合計   42,309 61.8  46,453 61.6  51,268 64.5 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,650 3.9  － －  2,650 3.3 

Ⅱ 資本剰余金   3,305 4.8  － －  3,448 4.3 

Ⅲ 利益剰余金   21,165 30.9  － －  22,617 28.4 

Ⅳ その他有価証券評価 
差額金   55 0.1  － －  130 0.2 

Ⅴ 自己株式   △1,005 △1.5  － －  △592 △0.7 

資本合計   26,170 38.2  － －  28,254 35.5 

負債資本合計   68,480 100.0  － －  79,522 100.0 

           

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  2,650 3.5  － － 

２ 資本剰余金    － －  3,822 5.1  － － 

３ 利益剰余金    － －  22,420 29.7  － － 

株主資本合計    － －  28,892 38.3  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価差
額金 

   － －  97 0.1  － － 

評価・換算差額等合計    － －  97 0.1  － － 

純資産合計    － －  28,990 38.4  － － 

負債純資産合計    － －  75,443 100.0  － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  69,042 100.0  75,210 100.0  153,157 100.0 

Ⅱ 売上原価   60,821 88.1  67,285 89.5  134,917 88.1 

売上総利益   8,221 11.9  7,925 10.5  18,239 11.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 給料手当  3,588   3,593   7,237   

２ 役員賞与引当金繰入額  －   17   －   

３ 退職給付引当金繰入額  204   146   401   

４ 役員退職慰労引当金繰入額  36   44   162   

５ 貸倒引当金繰入額  －   1   0   

６ その他  3,051 6,880 10.0 3,137 6,939 9.2 6,575 14,377 9.4 

営業利益   1,340 1.9  986 1.3  3,862 2.5 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  4   17   10   

２ 受取配当金  10   36   11   

３ 投資組合出資利益  51   －   0   

４ 持分法による投資利益  34   41   77   

５ 賃貸不動産収入  －   33   －   

６ 団体定期保険金収入  －   4   20   

７ 受取手数料  4   5   12   

８ その他  6 112 0.2 5 143 0.2 13 145 0.1 

Ⅴ 営業外費用           

１ 貸倒引当金繰入額  0   3   40   

２ 投資組合出資損失  －   64   －   

３ 為替差損  5   12   14   

４ 賃貸不動産費用  －   76   －   

５ ファクタリング手数料  0   －   0   

６ 弔慰金  －   4   －   

７ 賃借ビル解約違約金  5   －   5   

８ その他  0 11 0.0 0 162 0.2 3 63 0.0 

経常利益   1,441 2.1  968 1.3  3,944 2.6 

Ⅵ 特別利益           

１ 投資有価証券売却益  －   68   －   

２ 貸倒引当金戻入益  0   1   19   

３ 固定資産売却益 ※２ 1   －   2   

４ 会員権売却益  2   －   3   

５ 役員退職慰労引当金戻入益  19   30   19   

６ 長期未払金戻入益   18   17   18   

７ 持分変動利益  12   －   12   

８ 過年度損益修正益   － 55 0.1 77 195 0.3 18 94 0.0 

           

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 ※３ 76   17   91   

２ 固定資産売却損 ※４ 0   0   0   

３ 投資有価証券評価損  0   －   26   

４ 投資有価証券売却損  －   －   0   

５ 関係会社出資金評価損  0   －   0   

６ 会員権評価損  2   －   －   

７ 特別退職金  357   399   357   

８ 過年度損益修正損  29   －   27   

９ その他   － 466 0.7 3 421 0.6 5 509 0.3 

税金等調整前中間（当期）純利
益   1,030 1.5  742 1.0  3,529 2.3 

法人税、住民税及び事業税  21   101   1,072   

法人税等調整額  442 464 0.7 400 501 0.7 438 1,511 1.0 

中間（当期）純利益   566 0.8  240 0.3  2,018 1.3 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

 中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   3,283  3,283

Ⅱ 資本剰余金増加高       

自己株式処分差益  21 21 164 164

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
(期末)残高 

  3,305  3,448 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   20,833  20,833

Ⅱ 利益剰余金増加高      

中間（当期）純利益  566 566 2,018 2,018 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

配当金  199  199  

役員賞与  34 233 34 233 

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
(期末)残高 

  21,165  22,617 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注１）平成18年４月１日付の株式交換に伴う変動額であります。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,650 3,448 22,617 △592 28,123 

中間連結会計期間中の変動額      

株式交換による変動額 

（注１） 
  373   592 965 

剰余金の配当（注２）     △406   △406 

役員賞与（注２）     △31   △31 

中間純利益     240   240 

株主資本以外の項目の中間連

結会計期間中の変動額 

（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ 373 △197 592 768 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,650 3,822 22,420 － 28,892 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
130 130 28,254 

中間連結会計期間中の変動額    

株式交換による変動額 

（注１） 
    965 

剰余金の配当（注２）     △406 

役員賞与（注２）     △31 

中間純利益     240 

株主資本以外の項目の中間連 

結会計期間中の変動額 

（純額） 

△32 △32 △32 

中間連結会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△32 △32 736 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
97 97 28,990 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  1,030 742 3,529 

減価償却費  254 334 555 

持分法による投資利益  △34 △41 △77 

投資有価証券評価損  0 － 26 

関係会社出資金評価損  0 － 0 

会員権評価損  2 － － 

会員権売却益  △2 － △3 

投資有価証券売却損益（売却益：△）  － △68 0 

固定資産除売却損益（売却益：△）  74 18 89 

特別退職金  357 399 357 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △554 △755 △985 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）  － 17 － 

役員退職慰労引当金の増減額（減少：△）  △141 △56 △15 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △1 0 18 

受取利息及び受取配当金  △15 △53 △21 

賃貸不動産収入  － △33 － 

賃貸不動産費用  － 45 － 

売上債権の増減額（増加：△）  8,864 2,856 3,837 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △1,004 △419 △15 

仕入債務の増減額（減少：△）  △8,146 △3,855 234 

その他資産・負債の増減額  22 216 △152 

役員賞与の支払額  △34 △31 △34 

小  計  672 △684 7,344 

利息及び配当金の受取額  15 52 21 

特別退職金の支払額  △130 △122 △357 

事業権解約違約金収入  － － 19 

法人税等の支払額  △974 △1,064 △932 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △416 △1,818 6,096 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日)

区分 
注記

番号
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

投資有価証券の取得による支出  △151 △275 △403 

投資有価証券の売却による収入  147 1,034 161 

有形固定資産の取得による支出  △148 △324 △846 

有形固定資産の売却による収入  － 0 14 

無形固定資産の取得による支出  △86 △106 △195 

賃貸不動産の取得による支出  － △4,424 － 

出資金の払込による支出  △0 － △0 

敷金・保証金の差入  △111 △86 △122 

敷金・保証金の返還  2 51 33 

会員権の取得による支出  － － △31 

会員権の売却による収入  6 3 7 

短期貸付金の純増減額（増加：△）  2,323 5,437 △3,108 

長期貸付金の貸付による支出  － △300 － 

長期貸付金の回収による収入  － 12 － 

その他  124 69 137 

投資活動によるキャッシュ・フロー  2,104 1,091 △4,354 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

自己株式の取得及び売却  △207 － 348 

配当金の支払額  △199 △406 △199 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △407 △406 148 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  1 0 1 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
（減少：△） 

 1,281 △1,133 1,892 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  2,374 3,992 2,374 

Ⅶ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の 
減少額 

 △274 － △274 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  3,381 2,858 3,992 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社名 

㈱ピクト 

国際コンベンション㈱ 

 前連結会計年度において連

結子会社でありました㈱デジ

タルパレットは、平成17年４

月１日付をもって同社を存続

会社として㈱アール・ツー・

イノベーションと合併し、当

社の議決権の所有割合が変更

になったため、持分法適用の

関連会社となっております。  

（1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社名 

㈱ピクト 

国際コンベンション㈱ 

  

（1）連結子会社の数  ２社 

連結子会社名 

㈱ピクト 

国際コンベンション㈱ 

 前連結会計年度において連

結子会社でありました㈱デジ

タルパレットは、平成17年４

月１日付をもって同社を存続

会社として㈱アール・ツー・

イノベーションと合併し、当

社の議決権の所有割合が変更

になったため、持分法適用の

関連会社となっております。  

 （2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

Dentsu Tec Hawaii, Inc. 

中影電通太科広告有限公司 

（2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

Dentsu Tec Hawaii, Inc. 

中影電通太科広告有限公司 

㈱横浜スーパー・ファクトリ

ー 

（2）主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

Dentsu Tec Hawaii, Inc. 

中影電通太科広告有限公司  

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、中間純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間

連結財務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであります。 

 （連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小

規模であり、合計の総資産、売

上高、当期純損益（持分に見合

う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法適用の関連会社数 

 ２社 

（1）持分法適用の関連会社数 

 ２社 

（1）持分法適用の関連会社数 

 ２社 

 会社名 

 ㈱デジタルエッグ 

 ㈱デジタルパレット 

会社名 

 ㈱デジタルエッグ 

 ㈱デジタルパレット 

会社名 

㈱デジタルエッグ 

㈱デジタルパレット 

 （2）持分法を適用していない非 

連結子会社（Dentsu Tec  

Hawaii,Inc.、中影電通太科広告

有限公司他）及び関連会社（㈲

コミニケビザ出版、㈱情報設

計、PRO Q LTD.、電通ドットコ

ム第二号投資事業有限責任組

合、㈱ユービークロス、㈱クロ

スメディアインフォメーション

センター）は、それぞれ中間純

損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等

からみて、持分法の対象から除

いても中間連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全体

としても重要性がないため持分

法の適用範囲から除外しており

ます。 

（2）持分法を適用していない非 

連結子会社（Dentsu Tec  

Hawaii,Inc.、中影電通太科広告

有限公司、㈱横浜スーパー・フ

ァクトリー他）及び関連会社

（㈲コミニケビザ出版、㈱情報

設計、PRO Q LTD.、㈱ユービー

クロス、㈱クロスメディアイン

フォメーションセンター、㈱大

日）は、それぞれ中間純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等から

みて、持分法の対象から除いて

も中間連結財務諸表に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

（2）持分法を適用していない非 

連結子会社（Dentsu Tec  

Hawaii, Inc.、中影電通太科広

告有限公司他）及び関連会社

（㈲コミニケビザ出版、㈱情報

設計、PRO Q LTD.、電通ドット

コム第二号投資事業有限責任組

合、㈱ユービークロス、㈱クロ

スメディアインフォメーション

センター）は、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても

連結財務諸表に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法の適用範

囲から除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

３．連結子会社の中間決算日

(決算日)等に関する事項 

 連結子会社の中間期の末日は、

中間連結決算日と一致しておりま

す。 

同左  連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事

項 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

 ① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ② デリバティブ 

 時価法（振当処理をした為

替予約を除く） 

② デリバティブ 

 時価法 

② デリバティブ 

 時価法（振当処理をした為

替予約を除く） 

 ③ たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

 ただし、自社工場制作物に

ついては売価還元原価法によ

っております。 

③ たな卸資産 

仕掛品 

同左 

③ たな卸資産 

仕掛品 

同左 

 （2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

（2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

３～15年 

器具及び備品 

２～20年 

① 有形固定資産及び賃貸不動産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 

２～50年 

機械装置及び運搬具 

３～15年 

器具及び備品 

２～20年 

① 有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

建物及び構築物 

３～50年 

機械装置及び運搬具 

３～15年 

器具及び備品 

２～20年 

 ② 無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用） 

社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （3）重要な引当金の計上基準 （3）重要な引当金の計上基準 （3）重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

 ②    ────── ② 役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

連結会計年度における支給見込

額の当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準第４号 平成17

年11月29日）を適用しておりま

す。 

 これにより営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

は、それぞれ18百万円減少して

おります。 

②    ────── 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間連結会計

期間末において発生していると

認められる額を計上しておりま

す。 

 なお、年金資産の見込額が、

退職給付債務見込額に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過し

ているため、超過額を前払年金

費用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から損益処

理しております。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、年金資産の見込額が、

退職給付債務見込額に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過し

ているため、超過額を前払年金

費用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（15年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から損益処

理しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 なお、当該引当金には、執行

役員に係る引当金（105百万円）

が含まれております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 なお、当該引当金には、執行

役員に係る引当金（136百万円）

が含まれております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 なお、当該引当金には執行役

員に係る引当金（141百万円）が

含まれております。 

 （4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

（4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

（4）重要な外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 

 （5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

（5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

（5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 （6）重要なヘッジ会計の方法 （6）重要なヘッジ会計の方法 （6）重要なヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を

行っております。 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を

行っております。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

 為替予約 

ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務及び外貨

建予定取引 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

同左 

ヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時にリスク管

理方針に従って、ヘッジ対象と

同一通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約を振当ててい

るため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保

されており、その判定をもって

ヘッジ有効性の判定に代えてお

ります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当社は、ヘッジ会計の適用要

件を満たす為替予約について

は、従来、振当処理を行ってお

りましたが、当中間連結会計期

間より原則的処理方法である繰

延ヘッジ処理に変更しておりま

す。この変更は、平成18年４月

に株式会社電通の完全子会社と

なったことを契機に、親子会社

間の会計方針の統一を図るとと

もに、外貨建債権債務及びデリ

バティブ取引の状況をより適正

に連結財務諸表に反映させるた

めに行ったものであります。な

お、この変更による中間連結財

務諸表への影響はありません。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

 （7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

（7）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

（7）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

同左 同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。これによる損益に与える影

響はありません。 

────── 

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、28,990百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

────── 

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間連結会計期間より、「企業結合

に係る会計基準」（企業会計審議会 平

成15年10月31日）及び「事業分離等に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基準第７

号）並びに「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準適用指針第10号）を適用し

ております。 

────── 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表）  

「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が

平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１日より適用となった

こと及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告

第14号）が平成17年２月15日付で改正されたことに伴い、従来、投

資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました投資事業

有限責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条第

２項により有価証券とみなされるもの）を、当中間連結会計期間か

ら投資その他の資産の「投資有価証券」として表示する方法に変更

いたしました。 

  なお、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に含まれる当該出

資の額は356百万円であり、前中間連結会計期間における投資その他

の資産の「その他」に含まれる当該出資の額は279百万円でありま

す。 

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,407百万円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,681百万円、賃貸不動産

の減価償却累計額は、28百万円

であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、2,521百万円であります。 

 ２ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して

債務保証を行っております。 

 ㈱デジタルエッグ 654百万円 

   他社との連帯保証であり、当

社の実質負担額は、327百万円で

あります。 

 ２ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して

債務保証を行っております。 

 ㈱デジタルエッグ 612百万円 

   他社との連帯保証であり、当

社の実質負担額は、306百万円で

あります。 

 ２ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して

債務保証を行っております。 

 ㈱デジタルエッグ 633百万円 

   他社との連帯保証であり、当

社の実質負担額は、316百万円で

あります。 

     ────── ※３ 中間連結会計期間末日満期手

形 

 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、当中

間連結会計期間の末日が金融機

関の休日でしたが、満期日に決

済が行われたものとして処理し

ております。 

 当中間連結会計期間末日満期

手形の金額は、次のとおりであ

ります。   

 受取手形   235百万円   

 支払手形   532百万円 

     ────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上高の季節的変動 

 当社グループの売上高は、通

常の営業形態として、上半期に

比べ下半期に納品する作業の割

合が大きいため、連結会計年度

の上半期の売上高と下半期の売

上高との間に著しい相違があ

り、上半期と下半期の業績に季

節的変動があります。 

※１ 売上高の季節的変動 

同左 

     ────── 

※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

     ────── ※２ 固定資産売却益の内訳は次の

とおりであります。 

器具及び備品 1百万円      機械装置及び

運搬具 
0百万円

器具及び備品 1百万円

計 2百万円

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

※３ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築

物 
24百万円 

機械装置及び

運搬具 
0百万円 

器具及び備品 33百万円 

ソフトウェア 17百万円 

計 76百万円 

建物及び構築

物 
13百万円

機械装置及び

運搬具 
0百万円

器具及び備品 4百万円

計 17百万円

建物及び構築

物 
35百万円

機械装置及び

運搬具 
0百万円

器具及び備品 36百万円

ソフトウェア 17百万円

計 91百万円

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

※４ 固定資産売却損の内訳は次の

とおりであります。 

機械装置及び

運搬具 
0百万円 

機械装置及び

運搬具 
0百万円

器具及び備品 0百万円

計 0百万円

機械装置及び

運搬具 
0百万円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の減少237千株は、株式交換による減少であります。 

２．配当に関する事項 

  配当金支払額 

 
前連結会計年度末 
株式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 10,400 － － 10,400 

合計 10,400 － － 10,400 

自己株式     

普通株式  （注） 237 － 237 － 

合計 237 － 237 － 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
  普通株式 406 40 平成18年３月31日 平成18年６月27日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年９月30日現在） 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 5,276百万円 

預入期間が３か月

を超える定期預金

△3,000百万円 

有価証券勘定 1,104百万円 

現金及び現金同等

物 
3,381百万円 

現金及び預金勘定 4,752百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金

△3,000百万円

有価証券勘定 1,105百万円

現金及び現金同等

物 
2,858百万円

現金及び預金勘定 5,887百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金

△3,000百万円

有価証券勘定 1,105百万円

現金及び現金同等

物 
3,992百万円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期 
末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及
び構築
物 

5 2 3 

機械装
置及び
運搬具 

72 30 41 

器具及
び備品 

1,031 478 552 

無形固
定資産 
(ソフト
ウェア) 

77 49 27 

合計 1,186 561 625 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期 
末残高 
相当額 
(百万円)

建物及
び構築
物 

5 3 2 

機械装
置及び
運搬具 

72 46 25 

器具及
び備品 

1,278 523 754 

無形固
定資産 
(ソフト
ウェア) 

96 44 51 

合計 1,452 618 834 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高 
相当額 
(百万円) 

建物及
び構築
物 

5 3 2 

機械装
置及び
運搬具 

72 38 33 

器具及
び備品 

1,197 523 673 

無形固
定資産 
(ソフト
ウェア) 

82 44 37 

合計 1,358 610 748 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相 

 当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 251百万円 

１年超 402百万円 

合計 654百万円 

１年内 321百万円

１年超 544百万円

合計 866百万円

１年内 291百万円

１年超 487百万円

合計 778百万円

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 135百万円 

減価償却費相当額 130百万円 

支払利息相当額 5百万円 

支払リース料 175百万円

減価償却費相当額 166百万円

支払利息相当額 9百万円

支払リース料 289百万円

減価償却費相当額 279百万円

支払利息相当額 12百万円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

    同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

    同左 

（5）利息相当額の算定方法 

    同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

    同左 

 （減損損失について） 

    同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 （平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注） 「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律第97号）が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月

１日より適用となったこと及び「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第14号）が平成17年２月

15日付で改正されたことに伴い、従来、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました投資事業有限

責任組合及びそれに類する組合への出資（証券取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）を、当中間

連結会計期間から投資その他の資産の「投資有価証券」として表示する方法に変更いたしました。 

 なお、前中間連結会計期間における当該出資の額は101百万円であります。 

 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 105 161 55 

（2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

（3）その他 － － － 

合計 105 161 55 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 294 

非上場内国債券 5 

マネー・マネジメント・ファンド 1,004 

短期公社債投資信託 100 

投資事業有限責任組合及びそれに類する 

組合への出資 
76 



当中間連結会計期間末 （平成18年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 105 167 61 

（2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

（3）その他 － － － 

合計 105 167 61 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 504 

マネー・マネジメント・ファンド 1,005 

短期公社債投資信託 100 

社債 5 

投資事業有限責任組合及びそれに類する 

組合への出資 
452 



前連結会計年度末 （平成18年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表 
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

（1）株式 105 204 98 

（2）債券    

①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

（3）その他 － － － 

合計 105 204 98 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 366 

マネー・マネジメント・ファンド 1,004 

短期公社債投資信託 100 

社債 5 

投資事業有限責任組合及びそれに類する 

組合への出資 
154 



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

利用しているデリバティブ取引は為替予約のみであり、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略してお

ります。 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末残高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

利用しているデリバティブ取引は為替予約のみであり、ヘッジ会計が適用されているため、記載を省略してお

ります。 

（企業結合等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．結合当事企業、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、取引の目的を含む取引の概要 

 （1）結合当事企業 

   結合企業  株式会社電通 

   被結合企業 株式会社電通テック（当社） 

 （2）企業結合の法的形式 

   旧商法第358条の定めに基づく簡易株式交換による企業結合 

 （3）結合後企業の名称 

   結合後企業 株式会社電通 

 （4）取引の目的を含む取引の概要 

 現在、電通グループは21世紀における新たな成長に向け、「国内広告市場」「広告周辺市場」「新市場」

「海外市場」の４つの市場に注力しています。このうち「広告周辺市場」においては、その中心となるプロ

モーション領域における当社及び株式会社電通の競争力向上が重要な課題となっております。特に、統合的

なサービス提供に対するクライアント・ニーズの高度化に対応していくためには、グループの更なる一体

化、シームレスな価値創造活動が必要不可欠であります。 

 プロモーション領域及びクリエーティブ制作業務におけるグループ内の中核企業である当社が、株式交換

により株式会社電通の100％子会社となることで、両社の広告及びマーケティング・サービスの一体的協働

をより高度化し、「広告周辺市場」でのサービス強化を図ることが、両社の株主価値を相互に高める最適な

方法であると判断いたしました。   

２．実施した会計処理の概要 

 「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業 

分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 平成17年12月27日 企業会計基準適用指針  

第10号）に基づき、「共通支配下の取引」として処理しております。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)におい

て、当連結グループは、広告制作並びにこれに付随する事業を営んでおり、当該事業以外に事業の種類がないた

め該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)におい

て、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間（自 平成18年４

月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)におい

て、海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

         2,633円36銭               2,787円51銭               2,777円08銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

    56円75銭       23円15銭        198円19銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

    56円55銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 566 240 2,018 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 31 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (31) 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

（百万円） 
566 240 1,986 

期中平均株式数（株） 9,974,877 10,400,000 10,023,345 

     

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

金額 
   

中間純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 36,379 － － 

（うち新株予約権） (36,379) (－) (－) 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（株式会社電通との株式交換契約書締

結について） 

該当事項はありません。 （株式会社電通との株式交換） 

 当社は、平成17年11月15日開催の

取締役会において、当社の親会社で

ある株式会社電通を完全親会社と

し、当社を完全子会社とする株式交

換を行うことを決議し、同日、株式

交換契約を締結いたしました。 

（1）株式交換の目的 

 現在、電通グループは21世紀にお

ける新たな成長に向け、「国内広告

市場」、「広告周辺市場」、「新市

場」、「海外市場」の４つの市場に

注力しています。このうち「広告周

辺市場」においては、その中心とな

るプロモーション領域における競争

力向上が重要な課題となっておりま

す。 

 特に、統合的なサービス提供に対

するクライアント・ニーズの高度化

に対応していくためには、グループ

の更なる一体化、シームレスな価値

創造活動が必要不可欠であります。 

 プロモーション領域及びクリエー

ティブ制作業務におけるグループ内

の中核企業である当社が、株式交換

により株式会社電通の100％子会社

となることで、両社の広告及びマー

ケティング・サービスの一体的協働

をより高度化し、「広告周辺市場」

でのサービス強化を図ることが、両

社の株主価値を相互に高める最適な

方法であると判断いたしました。 

（2）株式交換の日程 

 平成17年11月15日 

両社における株式交換契約書承認

取締役会、株式交換契約書締結 

 平成18年１月25日 

当社における株式交換契約書承認

臨時株主総会（予定） 

 平成18年３月28日 

当社株式上場廃止（予定） 

 平成18年４月１日 

 株式交換の日（予定）  

  連結財務諸表提出会社と株式会社

電通は、平成17年11月15日付で連結

財務諸表提出会社が株式会社電通の

完全子会社となる株式交換契約を締

結し、平成18年４月１日に株式交換

を行いました。 

（1）株式交換の目的 

 現在、電通グループは21世紀にお

ける新たな成長に向け、「国内広告

市場」、「広告周辺市場」、「新市

場」、「海外市場」の４つの市場に

注力しています。このうち「広告周

辺市場」においては、その中心とな

るプロモーション領域における競争

力向上が重要な課題となっておりま

す。 

 特に、統合的なサービス提供に対

するクライアント・ニーズの高度化

に対応していくためには、グループ

の更なる一体化、シームレスな価値

創造活動が必要不可欠であります。

 プロモーション領域及びクリエー

ティブ制作業務におけるグループ内

の中核企業である連結財務諸表提出

会社が、株式交換により株式会社電

通の100％子会社となることで、両

社の広告及びマーケティング・サー

ビスの一体的協働をより高度化し、

「広告周辺市場」でのサービス強化

を図ることが、両社の株主価値を相

互に高める最適な方法であると判断

いたしました。 

（2）株式交換比率 

 連結財務諸表提出会社の普通株式

１株に対して、株式会社電通の普通

株式0.0132株を割当交付いたしまし

た。 

 ただし、株式会社電通が保有する

連結財務諸表提出会社の普通株式

7,162,880株については、割当交付

を行っておりません。 

 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（3）株式交換比率  

 当社の普通株式１株に対して、株

式会社電通の普通株式0.0132株を割

当交付いたします。 

 ただし、株式会社電通が保有する

当社の普通株式7,162,880株につい

ては、割当交付を行いません。 

 なお、平成18年３月31日までに権

利行使されなかった当社の発行した

新株予約権は、平成18年１月25日開

催予定の臨時株主総会にて株式交換

契約書が承認された場合、無償で消

却いたします。 

該当事項はありません。 （3）株式会社電通の概要 

① 代表者 

代表取締役社長 俣木 盾夫 

② 資本金  

58,967百万円 

③ 住所  

東京都港区東新橋一丁目８番１号

④ 主な事業内容  

広告業 

⑤ 売上高及び当期純利益（平成16年

４月１日～平成17年３月31日） 

売上高    1,531,939百万円 

当期純利益   26,321百万円 

⑥ 資産、負債、資本の状況（平成17

年３月31日現在） 

資産合計   1,105,635百万円 

負債合計     657,359百万円 

資本合計    448,276百万円 

（4）株式交換比率の算定根拠 

 当社は株式会社KPMG FASに、株式

会社電通は野村證券株式会社にそれ

ぞれ、株式交換比率の算定を依頼

し、その算定結果を参考として、両

社間で協議し決定いたしました。 

（5）完全親会社となる株式会社電通の

概要 

① 代表者 

代表取締役社長 俣木 盾夫 

② 資本金  

58,967百万円 

③ 住所  

東京都港区東新橋一丁目８番１号 

④ 主な事業内容  

広告業 

⑤ 売上高及び当期純利益（平成16年

４月１日～平成17年３月31日） 

売上高    1,531,939百万円 

当期純利益   26,321百万円 

⑥ 資産、負債、資本の状況（平成17

年３月31日現在） 

資産合計   1,105,635百万円 

負債合計     657,359百万円 

資本合計    448,276百万円 

  



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金  4,978   4,265   5,433   

２ 受取手形 ※５ 178   483   241   

３ 売掛金  41,709   43,284   46,273   

４ 有価証券  1,104   1,105   1,105   

５ たな卸資産  3,152   2,493   2,220   

６ 繰延税金資産  737   763   818   

７ 関係会社短期貸付金  7,405   7,699   13,087   

８ その他  419   428   454   

貸倒引当金  △21   △23   △21   

流動資産合計   59,665 89.3  60,500 82.4  69,613 89.7 

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１ 2,162   2,388   2,443   

２ 無形固定資産  531   550   560   

３ 投資その他の資産           

(1) 繰延税金資産  1,170   718   1,043   

(2) 賃貸不動産 ※２ －   4,400   －   

(3) その他  3,364   4,916   4,008   

貸倒引当金  △63   △84   △82   

計  4,471   9,951   4,969   

固定資産合計   7,165 10.7  12,889 17.6  7,973 10.3 

資産合計   66,831 100.0  73,389 100.0  77,587 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形 ※５ 1,866   1,850   2,981   

２ 買掛金  33,068   37,359   40,098   

３ 未払法人税等  77   77   1,111   

４ 前受金  128   127   59   

５ 役員賞与引当金  －   16   －   

６ その他 ※３ 3,276   3,294   2,876   

流動負債合計   38,417 57.5  42,725 58.2  47,127 60.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 退職給付引当金  2,749   2,416   2,707   

２ 役員退職慰労引当金  281   352   403   

３ 長期未払金  389   241   356   

固定負債合計   3,419 5.1  3,010 4.1  3,468 4.5 

負債合計   41,837 62.6  45,736 62.3  50,595 65.2 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,650 4.0  － －  2,650 3.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金  3,283   －   3,283   

２ その他資本剰余金  21   －   164   

資本剰余金合計   3,305 4.9  － －  3,448 4.4 

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金  156   －   156   

２ 任意積立金  19,047   －   19,047   

３ 中間（当期）未処分利
益  784   －   2,152   

利益剰余金合計   19,988 29.9  － －  21,356 27.5 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金   55 0.1  － －  130 0.2 

Ⅴ 自己株式   △1,005 △1.5  － －  △592 △0.7 

資本合計   24,993 37.4  － －  26,992 34.8 

負債資本合計   66,831 100.0  － －  77,587 100.0 

           

（純資産の部）            

Ⅰ 株主資本                  

１ 資本金    － －  2,650 3.6  － － 

２ 資本剰余金            

(1) 資本準備金   －   3,657   －   

(2) その他資本剰余金   －   164   －   

資本剰余金合計    － －  3,822 5.2  － － 

３ 利益剰余金            

(1) 利益準備金   －   156   －   

(2) その他利益剰余金               

別途積立金   －   20,647   －   

繰越利益剰余金   －   279   －   

利益剰余金合計    － －  21,083 28.7  － － 

株主資本合計    － －  27,555 37.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                  

１ その他有価証券評価 
差額金 

   － －  97 0.2  － － 

評価・換算差額等合計    － －  97 0.2  － － 

純資産合計    － －  27,653 37.7  － － 

負債純資産合計    － －  73,389 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※１  67,685 100.0  73,513 100.0  150,065 100.0 

Ⅱ 売上原価   59,570 88.0  65,867 89.6  132,134 88.1 

売上総利益   8,115 12.0  7,646 10.4  17,931 11.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費   6,735 10.0  6,784 9.2  14,094 9.3 

営業利益   1,379 2.0  861 1.2  3,836 2.6 

Ⅳ 営業外収益 ※２  101 0.2  112 0.1  92 0.0 

Ⅴ 営業外費用 ※３  11 0.0  157 0.2  63 0.0 

経常利益   1,468 2.2  816 1.1  3,865 2.6 

Ⅵ 特別利益 ※４  42 0.1  194 0.3  82 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※５  437 0.7  420 0.6  475 0.3 

税引前中間（当期）
純利益   1,074 1.6  590 0.8  3,471 2.3 

法人税、住民税及び
事業税  21   27   1,057   

法人税等調整額  433 455 0.7 402 430 0.6 427 1,485 1.0 

中間（当期）純利益   619 0.9  160 0.2  1,986 1.3 

前期繰越利益   165   －   165  

中間（当期）未処分
利益   784   －   2,152  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

  当中間会計期間（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日） 

 （注１）平成18年４月１日付の株式交換に伴う変動額であります。 

 （注２）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
2,650 3,283 164 3,448 156 19,047 2,152 21,356 △592 26,862 

中間会計期間中の変動額           

株式交換による変動額 

（注１） 
  373   373         592 965 

別途積立金の積立（注２）           1,600 △1,600 －   － 

剰余金の配当（注２）             △406 △406   △406 

役員賞与（注２）             △26 △26   △26 

中間純利益             160 160   160 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
－ 373 － 373 － 1,600 △1,872 △272 592 693 

平成18年９月30日 残高 

（百万円）
2,650 3,657 164 3,822 156 20,647 279 21,083 － 27,555 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円）
130 130 26,992 

中間会計期間中の変動額    

株式交換による変動額 

（注１） 
    965 

別途積立金の積立（注２）     － 

剰余金の配当（注２）     △406 

役員賞与（注２）     △26 

中間純利益     160 

株主資本以外の項目の中間 

会計期間中の変動額（純額） 
△32 △32 △32 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円）
△32 △32 661 

平成18年９月30日 残高 

（百万円）
97 97 27,653 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定） 

（1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算

定） 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 （2）デリバティブ 

 時価法（振当処理をした為替

予約を除く） 

（2）デリバティブ 

 時価法 

（2）デリバティブ 

 時価法（振当処理をした為替

予約を除く） 

 （3）たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法 

 ただし、自社工場制作物につ

いては売価還元原価法によって

おります。 

（3）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

（3）たな卸資産 

仕掛品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

（1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

（1）有形固定資産及び賃貸不動産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

（1）有形固定資産 

 定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については、定額法

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のと

おりであります。 

 建物 3～47年

機械及び装置 3～15年

器具及び備品 2～20年

建物 2～47年

機械及び装置 3～15年

器具及び備品 2～20年

建物 3～47年

機械及び装置 3～15年

器具及び備品 2～20年

 （2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法 

（2）無形固定資産 

同左 

（2）無形固定資産 

同左 

 （3）長期前払費用 

均等償却法 

（3）長期前払費用 

同左 

（3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 （1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

（1）貸倒引当金 

同左 

（1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 （2）   ────── （2）役員賞与引当金 

 役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

（会計方針の変更） 

 当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。こ

れにより営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益は、それぞ

れ18百万円減少しております。 

（2）   ────── 

 （3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、年金資産の見込額が、退

職給付債務見込額に未認識過去

勤務債務及び未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過して

いるため、超過額を前払年金費

用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(15年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から損益処理しており

ます。 

（3）退職給付引当金 

同左 

（3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、年金資産の見込額が、

退職給付債務見込額に未認識過

去勤務債務及び未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過し

ているため、超過額を前払年金

費用に計上しております。 

 過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（15年）による

定額法により費用処理しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（15年）による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から損益処理してお

ります。 

 （4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 なお、当該引当金には、執行

役員に係る引当金（105百万円）

が含まれております。 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく中間期末要支給

額を計上しております。 

 なお、当該引当金には、執行

役員に係る引当金（136百万円）

が含まれております。 

（4）役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、役員退職慰労

金規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

 なお、当該引当金には執行役

員に係る引当金（141百万円）が

含まれております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を

行っております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

（1）ヘッジ会計の方法 

 為替予約について振当処理を

行っております。 

 （2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

為替予約 

 ヘッジ対象 

 外貨建金銭債権債務及び外

貨建予定取引 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

同左 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段 

同左 

 ヘッジ対象 

同左 

 （3）ヘッジ方針 

 外貨建取引に係る為替変動リ

スクの回避を目的として、ヘッ

ジを行っております。 

（3）ヘッジ方針 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 （4）ヘッジ有効性評価の方法 

 為替予約の締結時にリスク管

理方針に従って、ヘッジ対象と

同一通貨建による同一金額で同

一期日の為替予約を振当ててい

るため、その後の為替相場の変

動による相関関係は完全に確保

されており、その判定をもって

ヘッジ有効性の判定に代えてお

ります。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

（会計方針の変更） 

 当社は、ヘッジ会計の適用要

件を満たす為替予約について

は、従来、振当処理を行ってお

りましたが、当中間会計期間よ

り原則的処理方法である繰延ヘ

ッジ処理に変更しております。 

この変更は、平成18年４月に株

式会社電通の完全子会社となっ

たことを契機に、親子会社間の

会計方針の統一を図るととも

に、外貨建債権債務及びデリバ

ティブ取引の状況をより適正に

財務諸表に反映させるために行

ったものであります。なお、こ

の変更による中間財務諸表への

影響はありません。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

   消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

    消費税等の会計処理 

同左 

  消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会 平成14年８月９日））及

び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用しておりま

す。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。これによる損益

に与える影響はありません。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は27,653百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しており

ます。 

────── 

────── （企業結合に係る会計基準等） 

 当中間会計期間より、「企業結合に係

る会計基準」（企業会計審議会 平成15

年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成

17年12月27日 企業会計基準第７号）並

びに「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計

基準委員会 平成17年12月27日 企業会

計基準適用指針第10号）を適用しており

ます。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

        2,339百万円         2,604百万円         2,447百万円 

※２      ──────   ※２ 賃貸不動産の減価償却累計額 ※２      ──────   

              28百万円   

※３ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等と仮受消費税等を相殺したう

えで、流動負債の「その他」に含めて表示し

ております。 

※３ 消費税等の取扱い 

同左 

※３      ──────   

  

  ４ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して債務保証を行

っております。 

  ㈱デジタルエッグ     654百万円 

 他社との連帯保証であり、当社の実質負担

額は、327百万円であります。 

  ４ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して債務保証を行

っております。 

  ㈱デジタルエッグ     612百万円 

 他社との連帯保証であり、当社の実質負担

額は、306百万円であります。 

  ４ 保証債務 

 下記会社の銀行借入に対して債務保証を行

っております。 

  ㈱デジタルエッグ     633百万円 

 他社との連帯保証であり、当社の実質負担

額は、316百万円であります。 

        ──────       ※５ 中間会計期間末日満期手形 

 中間会計期間末日満期手形の会計処理につ

いては、当中間会計期間の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

 当中間会計期間末日満期手形の金額は、次

のとおりであります。   

 受取手形   231百万円   

 支払手形   496百万円 

        ──────       



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 売上高の季節的変動 

 当社の売上高は、通常の営業形態として、

上半期に比べ下半期に納品する作業の割合が

大きいため、事業年度の上半期の売上高と下

半期の売上高との間に著しい相違があり、上

半期と下半期の業績に季節的変動がありま

す。 

※１ 売上高の季節的変動 

同左 

       ───── 

※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの ※２ 営業外収益のうち主要なもの 

受取配当金 34百万円 

投資組合出資利益 51百万円 

受取配当金 48百万円

賃貸不動産収入 33百万円

受取利息 11百万円

受取配当金 35百万円

団体定期保険金収入 20百万円

※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの ※３ 営業外費用のうち主要なもの 

為替差損 5百万円 

賃借ビル解約違約金 5百万円 

為替差損 11百万円

賃貸不動産費用 76百万円

投資組合出資損失 64百万円

貸倒引当金繰入額 40百万円

為替差損 14百万円

※４ 特別利益のうち主要なもの ※４ 特別利益のうち主要なもの ※４ 特別利益のうち主要なもの 

役員退職慰労引当金戻

入益 

19百万円 

長期未払金戻入益 18百万円 

過年度損益修正益 77百万円

投資有価証券売却益 68百万円

役員退職慰労引当金戻

入益 

30百万円

長期未払金戻入益 17百万円

役員退職慰労引当金戻

入益 

19百万円

貸倒引当金戻入益 19百万円

※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの ※５ 特別損失のうち主要なもの 

特別退職金 357百万円 特別退職金 399百万円 特別退職金 357百万円

 ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額 

有形固定資産 156百万円 

無形固定資産 83百万円 

有形固定資産 197百万円 

無形固定資産 97百万円 

賃貸不動産 28百万円 

有形固定資産 357百万円 

無形固定資産 174百万円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  （注）普通株式の自己株式の株式数の減少237千株は、株式交換による減少であります。 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 237 － 237 － 

合計 237 － 237 － 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産 

907 412 495 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

66 40 26 

合計 974 452 521 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期
末残高
相当額 
(百万円)

有形固定
資産 

1,174 471 702 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

96 44 51 

合計 1,270 515 754 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産 

1,103 485 618 

無形固定
資産 
(ソフトウ
ェア) 

71 34 37 

合計 1,174 519 655 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

（2）未経過リース料期末残高相当額

等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内 207百万円 

１年超 338百万円 

合計 546百万円 

１年内 282百万円

１年超 498百万円

合計 781百万円

１年内 249百万円

１年超 432百万円

合計 681百万円

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

（3）支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 108百万円 

減価償却費相当額 103百万円 

支払利息相当額 4百万円 

支払リース料 152百万円

減価償却費相当額 144百万円

支払利息相当額 8百万円

支払リース料 237百万円

減価償却費相当額 229百万円

支払利息相当額 10百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

 （減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（企業結合等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 「１ 中間連結財務諸表等、（1）中間連結財務諸表 注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであり

ます。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

         2,514円94銭               2,659円00銭               2,653円49銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

     62円10銭        15円41銭        195円62銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

     61円88銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

 １株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（百万円） 619 160 1,986 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － 26 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (26) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
619 160 1,960 

期中平均株式数（株） 9,974,877 10,400,000 10,023,345 

        

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 

金額 
   

中間純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 36,379 － － 

（うち新株予約権） (36,379) (－) (－) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（株式会社電通との株式交換契約書締

結について） 

 該当事項はありません。 （株式会社電通との株式交換） 

 当社は、平成17年11月15日開催の

取締役会において、当社の親会社で

ある株式会社電通を完全親会社と

し、当社を完全子会社とする株式交

換を行うことを決議し、同日、株式

交換契約を締結いたしました。 

 詳細につきましては、「１ 中間

連結財務諸表等、（１）中間連結財

務諸表 注記事項（重要な後発事

象）」に記載のとおりであります。 

  当社と株式会社電通は、平成17年

11月15日付で当社が株式会社電通の

完全子会社となる株式交換契約を締

結し、平成18年４月１日に株式交換

を行いました。 

 詳細につきましては、「１ 連結

財務諸表等、（１）連結財務諸表 

注記事項（重要な後発事象）」に記

載のとおりであります。 



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度（第80期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日 関東財務局長に提出 

（2）自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月27日）平成18年４月10日 関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日

株式会社電通テック   

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御子柴 顯  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電通テックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社電通テック及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年11月15日開催の取締役会において、親会社である株式会社

電通を完全親会社とし、会社が完全子会社となる株式交換契約を締結している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月13日

株式会社電通テック   

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御子柴 顯  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電通テックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主

資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社電通テック及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連

結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成17年12月16日

株式会社電通テック   

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御子柴 顯  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電通テックの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社電通テックの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年11月15日開催の取締役会において、親会社である株式会社

電通を完全親会社とし、会社が完全子会社となる株式交換契約を締結している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年12月13日

株式会社電通テック   

 取締役会 御中    

 監査法人 トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 永田 高士  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 御子柴 顯  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社電通テックの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書

について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社電通テックの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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